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第３章　計画の推進体制

１　計画の進行管理及び評価
（１）計画の進行管理及び評価体制

本計画を推進するにあたっては、関係機関・団体に対して計画の周知を図るとともに、計画
の目標達成に向けて関係機関・団体との連携を強化しながら、取組を進めていきます。
本計画の進行管理については、毎年、本計画に基づく実施計画の策定（Plan）→実施（Do）
→評価（Check）→改善（Action）のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）に基づき、適切に行っ
ていきます。
具体的には本計画の取組の柱ごとに、関係する事業担当部署の職員間で取組分析を行い、評
価を検討する「評価・分析会議」を開催するとともに、「高知県地域福祉活動支援計画推進委員会」
に報告し、委員会からの提言などを基に随時見直し等を行います。
また、局内連携や計画推進に必要な新たな取組を創出する場として高知県社協に設置してい
る「高知県地域福祉活動支援計画推進プロジェクト会議」において、計画に掲げた目標達成に
向けて取り組んでいきます。
併せて、第４期高知県地域福祉支援計画と一体となった取組が進むように、高知県社協及び
県の担当者による「高知県地域福祉推進連絡会」を開催し、両計画の取組の調整を図ります。
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・「高知県地域福祉活動支援計画推進委員会」
外部有識者による本計画の達成度や推進上の課題を検討する場として設置しています。委

員会では、毎年度、本計画の取組状況の報告を基に評価を行い、高知県社協に対して事業計
画の見直し等を提言します。

・「評価・分析会議」
５つの取組の柱ごとに設定した解決すべき課題について、関係する事業担当部署の職員間

で取組分析を行い、評価を検討する会議を開催します。

・「高知県地域福祉活動支援計画推進プロジェクト会議」
高知県社協の職員による局内連携や計画推進に必要な新たな取組を創出する場として設置

しています。会議では、複数のプロジェクトチームを設置し、計画の着実な推進を図ってい
きます。

・「高知県地域福祉推進連絡会」
本計画の進行・管理にあたっては、第４期高知県地域福祉支援計画の進捗状況を確認しな

がら行っていきます。両計画の連携を図り、効果的な計画の推進が図られるように、両計画
の担当者による会議を開催します。

本計画の進捗による施策効果の把握・分析・評価を行うため、2027（令和9年）度末までの
目標の到達度を確認する指標として、取組の柱ごとに次のような指標を設定します。 

【取組の柱１～２】
取組の柱１から２の解決すべき課題ごとに掲げた目標の達成に向けて、市町村社協等で、ど
の程度取組が拡大・充実しているのかを評価するための高知県社協が想定した目標値（市町村
社協等の実施率）です。この目標値の達成に向けて、市町村社協等での取組の拡充が図られる
ように、高知県社協と市町村社協等が連携しながら、取組の検討・実施・評価・改善を行って
いきます。

【指標】毎年度の市町村社協等での取組状況を次の３段階で評価し（評価は
市町村社協等と高知県社協が協働して行う）、その取組状況にある県下の市
町村社協等の実施率

Ａ…目標の「達成」に近づいた状態
Ｂ…目標に向けて成果は不十分であるが「実践」に取り組んでいる状態
Ｃ…目標に向けた実践を開始できるよう「準備」に取り組んでいる状態
市町村社協等の実施率＝Ａ又はＢ又はＣの状態ある市町村社協等の数／３４
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取組の柱 解決すべき課題 目　標 2027年末
目標値

取組の柱１
地域における
福祉教育の推
進

①福祉教育・ボラン
ティア学習、地域
での学びを通じた
地域福祉活動の担
い手づくり

　各市町村で行われ
る福祉教育・ボラ
ンティア学習にお
ける関係機関との
協同実践の拡大

A協同実践が拡大 50％

B協同実践の拡大に向けた取組を実施 75％

C協同実践の拡大に向けた検討を開始 100％

取組の柱２
地域共生社会
の実現に向け
た包括的支援
体制の強化

①誰もが役割を持ち
ながら支え合うこ
とができる地域づ
くり

　コミュニティソー
シャルワーカーの
養成や配置を通じ
た、地域における
支え合い活動の展
開と社会資源の創
出

A住民同士のつながりづくりや地域
支え合い活動の展開に向けた仕組み
づくりや社会資源の創出に向けた取
組を実施している

30％

B地域支え合い活動の展開に向け
て、地域づくりに関するコーディ
ネーター同士が連携できる体制や場
がある

50％

C地域における社会資源や地域ニー
ズの把握・分析など地域アセスメン
トを行っている

100％

②地域生活課題に対
応するための総合
相談体制づくり

　地域住民が抱える
地域生活課題を早
期に発見できる仕
組みを構築し、一
人ひとりのニーズ
に対応した支援活
動の展開

Aニーズに対応するための地域資源
の活用や新たな支援メニューの創出
に向けた協議の場がある

50％

B適切な相談支援を行うための多機
関連携の支援の仕組みがある 70％

Cニーズを早期に発見するための仕
組みづくりを検討している 100％
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【取組の柱２～５】
取組の柱２から５の解決すべき課題ごとに掲げた目標の達成に向けて、高知県社協が推進期
間中にどのように取組を進めていくのかをイメージした指標であり、このプロセス指標をもと
に取組効果の把握・分析・評価を行っていきます。

取組の柱 解決すべき
課題 目　標

プロセス指標
2024年 2025年 2026年 2027年

取組の柱２
地域共生社会
の実現に向け
た包括的な支
援体制の強化

③ 社 会・ 経 済
情勢の変化に
対応した生活
困窮者の対す
る支援の強化

特例貸付の借受人
等をはじめとする
生活困窮者に対す
る多機関連携によ
る支援体制の構築

④行政や専門
職、 地 域 住 民
な ど が 連 携・
協働して進め
る権利擁護の
体制づくり

市町村において地
域連携ネットワー
クと中核機関を中
心とした、総合的
な権利擁護支援の
体制づくり

チーム力の向上や部署間連
携の取組やツールの検討

償還支援と生活困窮者自立支援事業が連携したフォローアップ支援の強化
地域支援監による生活困窮者自立相談支援機関の支

援や研修を通じた相談支援体制の強化

市町村等による地域連携ネットワークと中核機関の
体制整備・機能強化支援（研修、アドバイザー派遣）

意思決定支援の浸透に向けた研修実施と広報

担い手育成方針に基づく
担い手育成支援の実施

担い手育成
方針の策定

高知県社協・市町村社協による
法人後見事業の実施検討
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取組の柱３
南海トラフ地
震等の災害に
備えた支援体
制づくり

① 迅 速 か つ 広
域 的 な 災 害 福
祉 支 援 活 動 の
展 開 に 向 け た
体制強化

災害ボランティア
センター及びＤＷ
ＡＴ等が行う災害
福祉支援活動を効
果的に実施するた
めの関係機関との
連携体制の構築

取組の柱４
あらゆる福祉
人材の確保・
育成・定着と
質の向上

①多様な働き
方を踏まえた
福祉人材の確
保と定着促進

多様な人材の参入
を促進するととも
に、福祉職場の働
きやすい環境づく
りを支援し、就職
件数を拡大

②福祉人材に
対する計画的・
体系的な研修
の実施

福祉研修実施機関
との連携を強化し、
福祉人材のキャリ
アパス構築を支援
する研修体系の再
構築

③福祉職への
理解促進

福祉機関と教育機
関の連携強化によ
る福祉教育の充実
を通じた福祉職の
理解の拡大

災害ケースマネジメントや
災害福祉支援センターの
設置に向けた検討

福祉教育への
福祉関係者の協力の
仕組みづくり

福祉研修実施機関の
ネットワークの構築

災害VCの広域的な
相互支援体制づくり

市町村社協と連携した学校の福祉
教育への福祉関係者の協力推進

円滑なＤＷＡＴ派遣に向けた
連携体制づくり

災害福祉支援活動に従事する人材育成

多様な求職者の確保とマッチングの強化

高知県全体の福祉研修体系の可視化

研修受講推奨パッケージ例の検討と周知

イベント等を通じた福祉職場の体験活動の機会の拡充

就職件数
（250件）

就職件数
（265件）

就職件数
（280件）

就職件数
（300件）



－49－

第
３
章　
計
画
の
推
進
体
制

取組の柱５
高知県社協の
組織力・専門
力の強化

①体系的・計画
的な職員育成

高知県社協職員が
求められる役割に
対応できる人材育
成制度の再構築

②各部署の
チーム力向上
と部署間連携
の強化

後方支援力の強化
に向けた各部署の
チーム力の向上と
部署間連携の仕組
みの構築

職員の業務に対する評価の仕組み化や処遇への
反映を含めた人材育成制度の検討・実施

職員の働く意欲や向上心をサポートするための
リスキリングや資格取得支援についての検討・実施

チーム力の向上や
部署間連携の取組
やツールの検討

チーム力の向上と部署間連携の
場や機会の創出

ICT化やデジタル技術の
導入に向けた検討
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（２）計画の進行管理スケジュール
本計画の進行管理は、今後４年間に次の計画で行い、第３期高知県地域福祉活動支援計画の
策定につなげていきます。

年　度 進行管理計画

2024年度
（令和６年度）

・第２期高知県地域福祉活動支援計画の広報
　→計画の配布、計画の説明会の実施
・高知県地域福祉活動支援計画推進委員会の開催（年２回程度）
　→計画の進捗確認、効果的な実施に向けた提言

2025年度
（令和７年度）

・高知県地域福祉活動支援計画推進委員会の開催（年２回程度）
　→計画の中間評価の実施

2026年度
（令和８年度）

・高知県地域福祉活動支援計画推進委員会の開催（年２回程度）
　→計画の進捗確認、効果的な実施に向けた提言

2027年度
（令和９年度）

・高知県地域福祉活動支援計画推進委員会の開催（年４回程度）
　→第３期高知県地域福祉活動支援計画の策定
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高知県地域福祉活動支援計画推進委員会設置要綱

（目的）
第１条　この要綱は、社会福祉法人高知県社会福祉協議会（以下「県社協」という。）が地域福
祉の推進に向けて支援の方向性を定めた「高知県地域福祉活動支援計画」（以下「計画」とい
う。）に関して、関係機関及び団体から計画の推進に必要な意見を求めるために設置する「高
知県地域福祉活動支援計画推進委員会」（以下「推進委員会」という。）の組織及び運営に関
して必要な事項を定める。

（役割）
第２条　推進委員会は、県社協が設置し、次に掲げる事項について協議を行うものとする。
（１）計画の進行・管理・評価に関すること
（２）計画の取組への助言に関すること
（３）計画の改定に関すること
（４）関係機関及び団体との連携に関すること
（５）前４号に掲げるもののほか、県社協会長が必要と認める事項

（組織）
第３条　推進委員会は、次の各号に掲げる者のうちから県社協会長が委嘱し、16名以内で組織
する。
（１）学識経験者
（２）市町村社会福祉協議会の職員
（３）ＮＰＯ、社会福祉法人など地域福祉に取り組む団体の役職員
（４）高知県、市町村など行政関係機関の職員
（５）県社協役員

（委員長及び副委員長）
第４条　推進委員会に、委員長１名及び副委員長１名を置く。
２　委員長及び副委員長は、委員の互選により選任する。
３　委員長は、会務を統括し、推進委員会の議長となる。
４　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、その
職務を代理する。

（会議）
第５条　推進委員会は、委員長が招集する。但し、委嘱後、最初に行われる会議については、
県社協会長が招集する。

２　推進委員会の開催に当たっては、委員総数の２分の１以上出席がなければ、会議を開くこ
とができない。
３　推進委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは議長の決すると
ころによる。

（委員の任期）
第６条　委員の任期は、２年以内とする。
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２　補充のため、または増員によって就任した委員の任期は、前項と同じとする。

（部会）
第７条　推進委員会に部会を置き、委員長が指定した個別事項について協議することができる。
２　部会に所属する委員は、委員長が委員の中から指名する。
３　部会には、委員長が指名する部会長を置き、部会長が会務を統括し、部会の議長となる。
４　部会で協議した内容は、推進委員会に報告することとする。
５　部会の開催及び議事は、第５条第２項及び第３項を準用する。

（事務）
第８条　推進委員会の事務は、県社協が行う。

附　則
１　この要綱は、令和２年11月30日から施行する。

高知県地域福祉活動支援計画推進委員会委員

氏　　名 所　　属 役　職 備　　考

玉　里　恵美子 高知大学地域協働学部 教 授
委員長／
作業部会員

西 内　　 章 高知県立大学社会福祉学部 教 授
副委員長／
作業部会員

竹 島 直 孝 社会福祉法人高知市社会福祉協議会 事務局長 作業部会員

瀬 川 三 枝 社会福祉法人奈半利町社会福祉協議会 事務局長

川 竹 康 寛 社会福祉法人南国市社会福祉協議会 事務局長

田 村 佳 久 社会福祉法人佐川町社会福祉協議会 事務局長 作業部会員

松 岡 寛 信 社会福祉法人津野町社会福祉協議会 事務局長

中　嶋　かおり 社会福祉法人土佐清水市社会福祉協議会 事務局長

西 村 貴 尚 高知県民生委員児童委員協議会連合会 副 会 長

植 村 芳 明 社会福祉法人和香会 理 事 長 作業部会員

傍 士 美 保 社会福祉法人愛成会　ワークセンター白ゆり 管 理 者 作業部会員

澤 田 直 弘 本山町健康福祉課 課 長

伊 良 部 直 高知県子ども・福祉政策部地域福祉政策課 課 長
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高知県地域福祉活動支援計画推進委員会の開催経過

日　　時 委　員　会 協　議　内　容

令和５年２月１日（水）
10:00～12:00

令和４年度
委員会

①委員長・副委員長の選任について
②令和３年度の取組評価と令和４年度の取組につ
いて
③次期計画策定について（計画策定スケジュール・
局内検討状況、５年後の社会の予測、県社協の
役割及び強化すべき取組）

令和５年８月８日（火）
18:00～20:00

令和５年度
第１回　委員会

①令和４年度の取組評価・令和５年度事業計画に
ついて
②次期計画策定について（大目標・取組の柱（案）
について、作業部会の設置について）

令和５年10月２日（月）
18:00～20:00

第１回　作業部会

①解決すべき課題（案）に関する取組の方向性に
ついて（県社協の役割や期待される取組、市町
村や市町村社協に期待される役割、社会福祉法
人や施設・事業所に期待される役割）

令和５年11月24日（金）
10:00～12:00

第２回　作業部会 ①解決すべき課題ごとの具体的取組（案）について

令和５年12月19日（火）
18:00～20:00

第３回　作業部会
①第２期計画の全体構成について
②解決すべき課題ごとの具体的取組（案）の内容
と評価設定について

令和６年１月15日（月）
18:00～20:00

第２回　委員会
①第２期計画素案について
②第２期計画のスローガンについて

令和６年2月19日（月）
10:00～12:00

第３回　委員会
①第２期計画案について
②第２期計画のスローガンについて
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